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 図 2.1 海外生産比率の推移 
図 2.1は海外生産比率の推移を表したグラフである。青線は海外現地生産比率で、赤線は海外













2.2 海外進出の流れ 1) 
企業の海外進出の流れは 
①  検討段階 
海外展開事業分野の検討、進出先候補の選定、進出形態、出資規模の決定、 
事業計画の策定、海外事業展開の決定 
②  準備段階 
事業環境の把握、パートナー企業との交渉、会社設立（登記）、政府機関への手続き、 
人材の確保・研修、工場建設、販路開拓、生産立上げ 































































行う方法を提案する。これら大評価項目にはそれぞれ更に 4 つの小評価項目を設定し、全 16 項
目について評価基準を設け、その基準によって評価点数で定量化を行う方法を提案する。 
 
4.2 評価項目と評価基準・評価点数の提案 3), 4), 5), 6), 7), 8) 
(1) 経済・社会情勢・税制の評価基準・評価点数 4), 5) 
表 4.1 に経済・社会情勢・税制の評価項目として、経済成長率、治安、自然災害、法人税の 4
つを提案し、以下に評価内容を説明する。 
① 経済成長率 

















表 4.1 経済・社会情勢・税制の評価項目 
評価項目 評価内容 評価基準 評価点数 
経済成長率 実質 GDP 成長率の値を比較 
（単位：％） 
4.0 未満 1 
4.0 以上～5.0 未満 2 
5.0 以上～6.0 未満 3 
6.0 以上～7.0 未満 4 
7.0 以上 5 
治安 世界平和度指数を比較 
（単位：数値） 
3.0 以上 1 
2.5 以上～3.0 未満 2 
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 2.0 以上～2.5 未満 3 
1.5 以上～2.0 未満 4 






21 以上 1 
15 以上～21 未満 2 
10 以上～15 未満 3 
5 以上～10 未満 4 
5 未満 5 
法人税率 法人税率を比較 
（単位：％） 
35 以上 1 
29 以上～35 未満 2 
24 以上～29 未満 3 
19 以上～24 未満 4 
19 未満 5 


















表 4.2 生産・流通・販売の評価項目 
評価項目 評価内容 評価基準 評価点数 




500 以上 1 
300 以上～500 未満 2 
100 以上～300 未満 3 
50 以上～100 未満 4 
50 未満 5 
流通能力 物流効率性を表した指標の数値 2.0 未満 1 
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 を比較（単位：数値） 2.0 以上～3.0 未満 2 
3.0 以上～4.0 未満 3 
4.0 以上～4.5 未満 4 
4.5 以上 5 
現地市場規模 一人当り GDP を比較 
（単位：ドル） 
1000 未満 1 
1000 以上～3000 未満 2 
3000 以上～5000 未満 3 
5000 以上～6000 未満 4 
6000 以上 5 
進出実績数 日本企業の進出状況を比較 
（単位：企業数） 
300 未満 1 
300 以上～500 未満 2 
500 以上～800 未満 3 
800 以上～1,100 未満 4 
1,100 以上 5 
 (3) 労働関係・人材の評価基準・評価点数 4), 7) 















表 4.3  労働関係・人材の評価項目 
評価項目 評価内容 評価基準 評価点数 
労働賃金 製造業の一般ワーカーの 1 か月
の給与水準を比較 
（単位：ドル） 
400 以上 1 
300 以上～400 未満 2 
200 以上～300 未満 3 
100 以上～200 未満 4 
100 未満 5 
賃金上昇率 名目賃金上率を比較 
（単位：％） 
20 以上 1 
15 以上～20 未満 2 
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 10 以上～15 未満 3 
5 以上～10 未満 4 




56 未満 1 
56 以上～61 未満 2 
61 以上～66 未満 3 
66 以上～71 未満 4 
71 以上 5 
教育水準 男女の成人識字率を比較 
（単位：％） 
60 未満 1 
60 以上～70 未満 2 
70 以上～80 未満 3 
80 以上～90 未満 4 
90 以上 5 





①  道路網 
 道路網については、道路舗装率を用いる。道路舗装率とは道路総延長に対する舗装道路延長の
比率である。 










表 4.4 インフラの評価項目 







10 未満 1 
10 以上～20 未満 2 
20 以上～40 未満 3 
40 以上～50 未満 4 
50 以上 5 
電力 業務用電力料金を比較 10 以上 1 
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  （基本使用料+1kw あたり料金） 
（単位：ドル） 
8 以上～10 未満 2 
5 以上～8未満 3 
2 以上～5未満 4 




10 以上 1 
8 以上～10 未満 2 
5 以上～8未満 3 
2 以上～5未満 4 
2 未満 5 
通信 インターネット普及率を比較 
（単位：％） 
40 未満 1 
40 以上～50 未満 2 
50 以上～60 未満 3 
60 以上～70 未満 4 
70 以上 5 
 
5. 海外進出先候補選定の評価結果と考察 











(2) アジア圏 12か国の進出先候補の評価結果 
表 5.1にアジア圏 12か国の進出先候補の評価結果を示す。結果は中国が 65点、シンガポール
が 64点、ベトナムが 63点、タイが 55点、ラオスとインドネシアが 53点、ミャンマーが 52点、
カンボジアが 49点、フィリピンが 46点、インドが 45点、パキスタンが 40点、バングラデシュ
が 35点となった。 
(3) 項目別の順位結果 







 表 5.1 アジア圏 12か国の評価結果 
表 5.2より総合評価の順位は中国が 1位、2位がシンガポール、3位がベトナム、4位がタイと
なった。総合評価では中国が 1位であるが、大項目別に見ると中国は「生産・流通・販売」と「イ
ンフラ」の 2項目で 1位であり、他の 2つの大項目では 1位ではなかった。この結果から中国は
インフラが良くて、生産して販売するまでのルートが確立している一方で、労働コストの増加が
起きているためコスト競争という点では他のアジア諸国に比べ劣り始めていることが分かる。 
大項目別の順位でみると、総合評価の順位は中国が 1 位で 12 か国中最も進出国として優れて
いるという結果になったが、小項目別に見るとシンガポールが最も 1位の個数が多かった。中国









































































評価点 5 3 4 3 3 3 5 5 1 4 5 5 5 5 5 4
小計
評価点 2 5 5 5 1 4 5 4 1 5 5 5 5 3 4 5
小計
評価点 3 4 3 4 4 3 2 5 4 3 5 5 4 5 5 4
小計
評価点 1 3 4 4 3 3 4 5 2 3 5 5 5 2 4 2
小計
評価点 5 4 4 3 5 2 2 1 4 4 3 3 2 5 5 1
小計
評価点 3 4 3 3 3 3 3 4 3 1 4 5 5 5 3 1
小計
評価点 5 2 4 3 4 2 1 1 5 3 4 5 2 5 5 1
小計
評価点 5 3 2 4 4 2 2 1 4 4 3 3 1 5 5 1
小計
評価点 5 3 1 2 3 3 2 5 3 5 3 5 1 1 1 3
小計
評価点 2 2 4 2 5 3 2 4 4 3 2 2 4 4 1 1
小計
評価点 1 1 4 2 5 2 2 1 4 1 1 1 5 4 5 1
小計












































































 表 5.2 総合評価と 4つの大項目別の順位 
 
表 5.3 小項目別の順位（1）経済・社会情勢・税制 
  経済成長率 治安 自然災害 法人税 
1 位 ラオス シンガポール シンガポール シンガポール 
2 位 中国 ラオス ラオス カンボジア・タイ 
3 位 ミャンマー ベトナム タイ   
4 位 カンボジア インドネシア 中国 ベトナム 
5 位 フィリピン 中国 インド ラオス 
6 位 バングラデシュ バングラデシュ パキスタン 
インドネシア・中国・
ミャンマー 
7 位 インドネシア カンボジア ミャンマー   
8 位 ベトナム フィリピン インドネシア   
9 位 インド タイ ベトナム インド・フィリピン 
10 位 シンガポール ミャンマー カンボジア   
11 位 パキスタン インド バングラデシュ パキスタン 
12 位 タイ パキスタン フィリピン バングラデシュ 
総合評価 経済・社会情勢・税制 生産・流通・販売 労働環境・人材 インフラ
1位 中国 シンガポール 中国 ベトナム・ミヤンマー 中国
2位 シンガポール ラオス タイ ベトナム
3位 ベトナム 中国 インド・ベトナム・シンガポール
シンガポール・
フィリピン シンガポール
4位 タイ カンボジア・ベトナム・ミヤンマー パキスタン




7位 ミヤンマー インドネシア カンボジア・ラオス
8位 カンボジア タイ パキスタン・ラオス
9位 フィリピン フィリピン インドネシア カンボジア
10位 インド インド カンボジア インド・バングラデシュ
インド・
バングラデシュ
11位 パキスタン バングラデシュ ミヤンマー
12位 バングラデシュ パキスタン バングラデシュ パキスタン フィリピン
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表 5.4 小項目別の順位（2）生産・流通・販売 
  土地購入費用 流通能力 現地市場規模 進出実績数 
1 位 パキスタン シンガポール シンガポール 中国 
2 位 ラオス 中国 中国 タイ 
3 位 インド タイ タイ ベトナム 
4 位 カンボジア ベトナム インドネシア フィリピン 
5 位 ミャンマー インド・インドネシア フィリピン インド 
6 位 ベトナム   カンボジア インドネシア 
7 位 フィリピン フィリピン ベトナム シンガポール 
8 位 タイ パキスタン インド バングラデシュ 
9 位 中国 カンボジア ラオス カンボジア 
10 位 インドネシア バングラデシュ パキスタン ラオス 
11 位 シンガポール ラオス バングラデシュ パキスタン 












ンマーは現時点では 71 ドルであり、賃金上昇率は 12.8%であるため、緩やかに上昇を続けてい
る。「賃金上昇率」と「教育水準」で首位となったフィリピンであるが、賃金の上昇率が 2.19%
と最も低いが、労働賃金は 221ドルであり、順位は 8位と中間的である。労働賃金が 241ドルと








表 5.5 小項目別の順位（3）労働関係・人材 
  労働賃金 賃金上昇率 人材量 教育水準 
1 位 ミャンマー フィリピン 中国 フィリピン 
2 位 バングラデシュ シンガポール シンガポール シンガポール 
3 位 カンボジア ラオス タイ 中国 
4 位 ラオス 中国 ベトナム タイ 
5 位 パキスタン カンボジア ミャンマー ベトナム 
6 位 ベトナム タイ インドネシア インドネシア 
7 位 インド バングラデシュ カンボジア ミャンマー 
8 位 フィリピン ミャンマー フィリピン カンボジア 
9 位 インドネシア インド ラオス ラオス 
10 位 タイ ベトナム インド インド 
11 位 中国 パキスタン バングラデシュ バングラデシュ 
12 位 シンガポール インドネシア パキスタン パキスタン 
 
表 5.6 小項目別の順位（4）インフラ 
  道路網 電力 用水 通信 
1 位 シンガポール インドネシア カンボジア シンガポール 
2 位 タイ ラオス バングラデシュ 中国 
3 位 パキスタン ベトナム ラオス ベトナム 
4 位 インドネシア ミャンマー パキスタン フィリピン 
5 位 中国 中国 ベトナム タイ 
6 位 インド カンボジア 中国 インドネシア 
7 位 ベトナム パキスタン ミャンマー インド 
8 位 ラオス インド タイ ラオス 
9 位 ミャンマー シンガポール シンガポール パキスタン 
10 位 フィリピン バングラデシュ インドネシア バングラデシュ 
11 位 バングラデシュ タイ インド カンボジア 








(4) 調査対象 12か国の散布図による考察 
調査項目の 4 つの大項目のうち、「インフラ」と「生産・流通・販売」の２つと、残りの「経
済・社会情勢・税制」と「労働関係・人材」にわけ、それぞれ 2つの項目の合計点を足し散布図











販売」が低い評価点であり、今後の改善が期待される。この 3国 は 7%以上の高い経済成長率と
安価な労働コストという点で共通しており、また進出実績数の低さも共通している。海外企業が
集中すると賃金は高くなるため、進出実績数の少なさはアジアに残された新開拓地としての見方 







































 (5) 上位 4か国についての（強み）（弱み）のまとめ 




































































5) World Resources Institute：「WorldRiskReport」 (WRI 指標) 
http://worldriskreport.entwicklung-hilft.de/uploads/media/WorldRiskReport_2013_online_01.pdf 
6) 世界銀行：「流通能力指標・生産年齢人口」 
http://www.worldbank.org/ 
7) グローバルインターフェイスジャパン：「賃金上昇率」 
http://hri.hidajapan.or.jp/u/news/g4dz1ifrt9y92j 
8) 日本貿易振興機構：「新興国市場の魅力とリスク」（インフラ整備状況） 
http://www.jetro.go.jp/world/gtir/2013/pdf/2013-3_rev.pdf 
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